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平成１３年１１月１９日

日 本 電 産 株 式 会 社

平成１３年度（第２９期）中間期

連結および単独決算概要

１．連結業績
（単位：百万円未満切捨）

当　中　間　期 前 年 中 間 期 前　　　期

平成１３年４月　１日から 前年同期 平成１２年４月　１日から 平成１２年４月　１日から

平成１３年９月３０日まで 増減率 平成１２年９月３０日まで 平成１３年３月３１日まで

%

売 上 高 135,174 37.7 98,179 249,238 

営 業 利 益 6,190 △10.4 6,906 16,033 

(4.6%) (7.0%) (6.4%)

経 常 利 益 5,041 △23.4 6,584 18,795 

(3.7%) (6.7%) (7.5%)

中間(当期) 1,014 △71.6 3,571 9,956 

純 利 益 (0.8%) (3.6%) (4.0%)

１株当たり 　　　　　　　円　　銭 　　　　　　　円　　銭 　　　　　　　円　　銭

中間(当期) 　　　　　15 　96 　 　 　 61 　38 　 　 　163 　65
当期純利益

(注）１．連結対象会社 48社　　持分法適用会社 5社

　　 ２．（　）内は対売上高比率

　　 ３．連結並びに単独の「一株当たり当期純利益」については、平成12年５月に実施しました株式分割

　　　　 （１株を２株に分割）の影響が出ております。期中平均株式数が分割により増加した影響は当中

　　　　 間期は６ヶ月分ですが、前中間期は５ヶ月分となっております。

期中平均株式数　　当中間期　63,551,872株（うち自己所有123株）

　　　　　　　　　前中間期　58,179,628株（うち自己所有201株）

２．単独業績
（単位：百万円未満切捨）

当　中　間　期 前 年 中 間 期 前　　　期

平成１３年４月　１日から 前年同期 平成１２年４月　１日から 平成１２年４月　１日から

平成１３年９月３０日まで 増減率 平成１２年９月３０日まで 平成１３年３月３１日まで

%

売 上 高 53,202 15.2 46,173 99,605 

営 業 利 益 875 43.7 609 876 

(1.6%) (1.3%) (0.9%)

経 常 利 益 3,805 15.3 3,301 8,336 

(7.2%) (7.1%) (8.4%)

中間(当期) 2,557 5.5 2,423 5,421 

純 利 益 (4.8%) (5.2%) (5.4%)

１株当たり 　　　　　　　円　　銭 　　　　　　　円　　銭 　　　　　　　円　　銭

中間(当期) 　　　　　40 　24 　　　　　41 　66 　　　　  89 　12
当期純利益

（注）（　）内は対売上高比率
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平成 14年 3月期 中間決算短信(連結)   平成 13年 11月 19日

上   場   会   社   名       日本電産株式会社 上場取引所  東 大

コード番号       6594 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 専務取締役 京都府

　　        氏　     名　　　　　　　　　　　　　　鳥山泰靖 TEL (075) 316 - 1771
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 19日

米国会計基準採用の有無　　　　無

１. 13年 9月中間期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日） [単位：百万円未満切捨]

(1)連結経営成績
　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 135,174 37.7 6,190 △ 10.4 5,041 △ 23.4
12年 9月中間期 98,179 41.2 6,906 △ 11.0 6,584 25.4
13年 3月期 249,238 16,033 18,795

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益
百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 9月中間期 1,014 △ 71.6 15.96 15.57
12年 9月中間期 3,571 16.5 61.38 58.15
13年 3月期 9,956 163.65 154.86
(注)①持分法投資損益    13年 9月中間期        △156 百万円   12年 9月中間期          138 百万円   13年 3月期          △168 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 9月中間期    63,551,749 株　　12年 9月中間期    58,179,427 株　　13年 3月期    60,840,106 株

     ③会計処理の方法の変更　　 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 283,392 80,424 28.4 1,265.47
12年 9月中間期 240,965 74,937 31.1 1,180.65
13年 3月期 305,677 82,175 26.9 1,293.10
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 9月中間期    63,552,720 株　　12年 9月中間期    63,470,939 株　　13年 3月期    63,549,001 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 9月中間期 3,152 △ 12,457 △ 2,099 40,372
12年 9月中間期 6,865 △ 10,144 2,435 31,463
13年 3月期 17,073 △ 4,897 5,138 51,925

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  48　社   持分法適用非連結子会社数　      0 社   持分法適用関連会社数　5　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規） 1　社  （除外） 2　社   持分法（新規） 1　社  （除外） 1　社

２. 14年 3月期の連結業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 270,000 11,000 2,500
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    39 円  34  銭 
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１．企業集団の状況 

 
 当社を中心とする日本電産グループは、当社と連結子会社 48 社が精密小型モータ、中型モータ、機器装置及び電

源、自動車用部品やピボット・アッセンブリを含むその他の 4 部門において、製品の開発、生産、販売を主な内容

とし、更に各事業に関連する物流・その他のサービスなどの事業活動を国内外において展開しております。このほ

か非連結子会社 9社と、持分法会社 5社が加わっております。 

 当社並びに主要な連結子会社の当グループに置ける位置づけは以下の通りであります。 
事業内容 生産・販売の別 種類 主要な会社 

精密小型

モータ 

生産 精密小型 

ＤＣモータ 

当社、日本電産エレクトロニクス㈱、タイ日本電産㈱、日本電産(大連)

有限公司、シンガポール日本電産㈱、フィリピン日本電産㈱、日本電産

コパル㈱、日本電産コパル・フィリピン㈱ 

  精密小型 

ファン 

日本電産コパル㈱、日本電産エレクトロニクス㈱、米国日本電産㈱、日

本電産(大連)有限公司、日本電産トーソク・ベトナム 

  振動モータ 日本電産コパル㈱、日本電産コパル・ベトナム 

  部材料 当社、日本電産エレクトロニクス㈱、タイ日本電産㈱、タイ日本電産精

密㈱、日本電産(大連)有限公司、フィリピン日本電産㈱、日本電産精密

(大連)有限公司、インドネシア日本電産㈱、フィリピン日本電産精密㈱ 

 販売（国内）  当社、日本電産コパル㈱ 

 販売（海外）  当社、日本電産コパル㈱、米国日本電産㈱、欧州日本電産、タイ日本電

産㈱、シンガポール日本電産㈱、フィリピン日本電産㈱、日本電産(香

港)有限公司、台湾日電産股ｲ分有限公司他 

中 型    

モータ 

生産 ＯＡ機器・

家電用 

日本電産エレクトロニクス㈱、日本電産パワーモータ㈱、日本電産シバ

ウラ㈱、日本電産シバウラ(浙江)有限公司、日本電産シバウラエレクト

ロニクス・タイランド㈱ 

  車載用 当社 

  産業用 日本電産パワーモータ㈱ 

 販売（国内）  当社、日本電産パワーモータ㈱、日本電産シバウラ㈱ 

 販売（海外）  当社、日本電産(香港)有限公司、日本電産シバウラ㈱、日本電産シバウ

ラ(浙江)有限公司、日本電産シバウラエレクトロニクス・タイランド㈱ 

機器装置 生産 変減速機 日本電産シンポ㈱ 

及び電源 

※１ 

 ＦＡ関連 

機器 

日本電産トーソク㈱、日本電産コパル㈱、日本電産マシナリー㈱、日本

電産キョーリ㈱、日本電産リード㈱ 

  電源装置 米国日本電産㈱、※２.日本電産ポトランス㈱ 

 販売（国内）  当社、日本電産シンポ㈱、日本電産トーソク㈱、日本電産コパル㈱、日

本電産マシナリー㈱、日本電産キョーリ㈱、日本電産リード㈱ 

 販売（海外）  日本電産シンポ㈱、日本電産トーソク㈱、日本電産コパル㈱、日本電産

リード㈱、米国日本電産㈱、欧州日本電産、シンガポール日本電産㈱、

日本電産(香港)有限公司 

その他 生産・販売 ﾋ ﾟ ﾎ ﾞ ｯ ﾄ      

ｱ ｯ ｾ ﾝ ﾌ ﾞ ﾘ      

シンガポール日本電産㈱ 

 生産 自動車部品 日本電産トーソク㈱、日本電産トーソク・ベトナム 

  電子部品 日本電産コパル電子㈱ 

  光学部品 日本電産コパル㈱、日本電産コパルタイランド㈱ 

 販売（国内）  当社、日本電産トーソク㈱、日本電産コパル㈱、日本電産コパル電子㈱ 

 販売（海外）  当社、日本電産コパル㈱、日本電産コパル電子㈱、米国日本電産㈱、シ

ンガポール日本電産㈱ 

 国際調達 部材料 台湾日電産股ｲ分有限公司、日本電産(香港)有限公司、他 

 サービス他 サービス 日本電産総合サービス㈱ 

（注）※１．前事業年度まで「電源・機器装置」と表示しておりましたが、当中間連結会計期間以降、機器装置が

当セグメントの主要な事業内容となるため、当中間連結会計期間より名称を変更いたしました。 

※２．日本電産ポトランス㈱は、平成 13 年 9 月 30 日付けで㈱ニプロンに営業譲渡致しました。 
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〔事業系統図〕 

（精密小型モータ） 

 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 

 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 
 
 
 （注）無印 連結子会社 

＊１．関連会社で持分法適用会社 

 

国 内 

製 品

部材料

部材料

部材料

･ 製品

製造会社 

日本電産エレクトロニクス㈱ 

（精密小型ＤＣモータ、精密

小型ファン） 日 
 
 
 
 

本 
 
 
 
 

電 
 
 
 
 

産 
 
 
 
 

株 
 
 
 
 

式 
 
 
 
 

会 
 
 
 
 

社 

得          意          先 

製造・販売会社 

日本電産コパル㈱ 

(精密小型ＤＣモータ、精密

小型ファン、振動モータ) 

土地貸与 

海 外 

日本電産トーソク㈱ 

(精密小型ファン) 

製造会社 

日本電産トーソク・ベトナム 

(精密小型ファン) 

 

国 内 

海 外 

販売会社 

台湾日電産股ｲ分有限公司、欧州日本電産、

日本電産（香港）有限公司他 

製造会社 

日本電産（大連）有限公司 

（精密小型ＤＣモータ、精密小型ファン） 

日本電産コパル・フィリピン㈱ 

（精密小型ＤＣモータ） 

製造・販売会社 

米国日本電産㈱（精密小型ＤＣモータ販売、精密小型

ファン製造・販売） 

 

 

 

 

シンガポール日本電産㈱ 

（精密小型ＤＣモータ製造・販売、精密小型ファ

ン・ブラシ付きモータ販売） 

タイ日本電産㈱（精密小型ＤＣモータ製造･販売）

フィリピン日本電産㈱ 

（精密小型ＤＣモータ製造･販売） 

土地貸与 

＊１．フィリピン日本電産開発㈱ 

（フィリピン日本電産㈱の土地保有会社） 

部材料製造会社 

日本電産精密（大連）有限公司、インドネシア日本電産㈱、タ

イ日本電産精密㈱、フィリピン日本電産精密㈱ 製 品

海 外 

製造会社 

＊１．日本電産德昌電

機(香港）有限公司 

(ブラシ付モータ) 

国 内 

販売会社 

＊１．日本電産ジョン

ソンエレクトリック㈱ 

(ブラシ付モータ) 

製 品

部 材 料

製 品

部材料
･ 製 品

製 品

製 品

製 品

製 品

製 品 製 品
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（中型モータ） 
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（注）無印 連結子会社 

 

国 内 

得          意          先 

製造・販売会社 

日本電産パワーモータ㈱ 

(ＯＡ機器、家電用、産業用モ

ータ) 

海 外 

製造・販売会社 

日本電産シバウラ（浙江）有限公司 

（ＯＡ機器・家電用モータ） 

日本電産シバウラエレクトロニク

ス・タイランド㈱ 

（ＯＡ機器・家電用モータ） 

製造・販売会社 

日本電産シバウラ㈱ 

（ＯＡ機器・家電用モー

タ） 

国 内 

製 品
製 品

部材料

製造会社 

日本電産エレクトロニクス㈱

（ＯＡ機器・家電用モータ） 

日
本
電
産
株
式
会
社 

製 品

製造会社 

日本電産ポトランス㈱ 

（電源装置） 製 品

国 内 

得 
 
 
 
 

意 
 
 
 
 

先 

 

日本電産株式会社           

海 外 

製造・販売会社 

日本電産シンポ㈱（変減速機、ＦＡ関連機器） 

日本電産トーソク㈱（ＦＡ関連機器） 

日本電産コパル㈱（ＦＡ関連機器） 

日本電産リード㈱（ＦＡ関連機器） 

日本電産キョーリ㈱（ＦＡ関連機器） 

製造・販売会社 

米国日本電産㈱（電源装置） 

販売会社 

シンガポール日本電産㈱ 

欧州日本電産 

日本電産（香港）有限公司他 

国 内 海 外 

製 品 

製造・販売会社 

シンガポール日本電産㈱（ピボットアッセンブリ）

製造会社 

 

 
日本電産トーソク・ベトナム（自動車部品） 

日本電産コパル・フィリピン㈱（光学部品） 

日本電産コパル・タイランド㈱（光学部品） 

得 
 
 

意 
 
 

先 

製造・販売会社 

 

 

 

日本電産コパル電子㈱（電子部品） 

日本電産トーソク㈱（自動車部品） 

日本電産コパル㈱（光学部品） 

サービス会社 

日本電産総合サービス㈱ 

（グループ会社・グループ従業員向けサービス） 

国 内 
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２．経営方針 

 

（１）経営の基本方針 

 当社は駆動技術製品、即ちモータを中心に「動くもの、回るもの」の分野に絞り込んだ特化型経

営でありながら、グループ経営の大規模化を追求してまいります。 
 日本電産並びにそのグループ各社は、高成長、高収益、高株価を長期的に達成することで株主価

値を極大化し、株主の皆様の負託に応えたいと考えております。 
（２）利益配分に関する基本方針 
 当社は「会社は株主のもの」との視点から、高株価を達成できる業績を確保し、常に時代の変化

を見据えた企業の将来像を示してまいります。それは飽くなき挑戦を続ける当社の基本姿勢であり

ます。株主への利益配分に関しましても、安定配当を維持しながら配当性向３０％を目安として業

績に応じた配当額の向上に取り組んでまいります。 

 また内部留保金については、経営体質の一層の強化と事業拡大投資に活用し収益向上に取組んで

まいります。 
 当中間期の配当は普通配当 10 円（昨年度年間配当の１／２）にニューヨーク証券取引所への上

場記念配当５円を加えた 1 5 円とさせていただきます。 
（３）目標とする経営指標 
 当社はグループ全体の売上高を 2010 年までに 1 兆円とする目標を設定し、これを実現する成長

スピードを確保するためＭ＆Ａを含めたあらゆる施策を実行してまいります。当社は成長と同時に

高収益を合わせて実現したいと考えております。その目標として現在はＲＯＥ（株主資本利益率）

１５％の達成を目指しております。これは成長のための新規事業や新製品を含めた目標値であり、

現状のコアビジネスでは更に高い収益性を確保していくことが目標になります。 
（４）中長期的な会社の経営戦略 
①中心となるモータ事業については、マイクロモータから家電・産業用に加え自動車用の中型

モータまで製品ラインナップを拡大し、最先端の技術をもって新市場と新製品に挑戦を続け

ます。 
②ＨＤＤ用モータについては、流体動圧軸受の量産化を着実に推進することにより、この市場

における次世代製品の競争優位性を更に高めて行きます。 
③グループ内の各種精密部品や半導体・電子部品等の製造装置、検査機器は単独でトップクラ

スのマーケットシェアーや世界最高の技術水準を確保すると共に、相互の技術融合により新

分野を開拓し、常に成長事業の創出に挑戦してまいります。 
（５）会社の対処すべき課題 
①世界企業として、グローバルスタンダードに準拠したグループ全体の経営管理体制・会計基

準・財務内容・経営情報開示体制などの変革を更に充実してまいります。前年度までは海外

証券市場への上場を具体的な目標として掲げておりましたが、これは２００１年９月２７日

にニューヨーク証券取引所上場で実現致しました。 

②急速に変化して行く市場ニーズに応えるため、グループ一丸となった技術開発体制の強化を

推進します。特にモータ事業に関してはタイプ別に開発拠点会社や担当組織を明確にし、こ

れに連動した生産・販売分担組織として市場ニーズへのスピーディーな対応体制を今後とも

整えてまいります。 
③収益力を向上するため不断のコストダウン活動を続けます。製品毎、事業毎に海外生産の拡

大や内製化などの方向を明確にして具体策を実施しております。中型モータや電子部品の中

国生産が急速に拡大しております。また自動車部品のベトナムへの生産移管も順調に拡大致
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しました。これらの効果が徐々に具現化しております。 
（６）会社の経営管理組織の整備に関する施策 

 当社の経営管理組織は小さな本社機構と分社制（事業所制）による権限分化により、それぞれが

経営成果に責任を持ったスピード経営を目指したものであります。これはグループ各社においても

同様であり、これら個別に独立した経営体を統合した連邦経営の成果が連結決算であると認識して

おります。 
 なお、コーポレートガバナンスの充実等に向けた施策としては経営内容の公明性と透明性を高め

るため、四半期毎の業績開示を行ない、各種 IR 活動を積極的に実施しております。更に株主総会

のオープン化として株主懇談会の併催や総会場に報道記者席を設置するなどの取り組みを行なっ

ております。今後は海外上場に伴い海外への積極的情報開示の改善に取り組んでまいります。これ

が引いては国内での情報開示内容のレベルアップにもつながるよう努めてまいります。 

 
３．経営成績 

 

（１）当期の概況 
 当中間期における日本経済は米国のＩＴ分野に端を発した景気後退が全般に拡大した影響を受

け、設備投資関連の急激な落ち込みと個人消費関連の低調が続き極めて深刻な状況に陥りました。

日本と同様の影響はアジアや欧州地域にも連鎖的に広がり、今や世界的な不況に直面しており、今

のところ米国においても日本においても回復への兆しは覗えず、なお更に厳しい局面も考慮せねば

ならない状況であります。 

 当社の各事業分野はともに、この世界的な広範な分野での需要減退の影響を受けており当中間期

の業績に大きな影響を及ぼしました。特にＩＴ分野関連の電子部品や半導体関連市場向けのシステ

ム機器装置においては急激且つ大幅な受注減となり売上高は大きく減少致しました。しかしモータ

関係への影響は比較的軽微に止まりました。これはＨＤＤ用モータにおいては流体動圧軸受（ＦＤ

Ｂ）搭載品の量産化、ＣＤーＲＯＭ／ＤＶＤ用などのモータでは客先新開発製品への対応、ＦＡＮ

モータではゲーム機等の新市場への供給、更に家電・自動車用の中型モータの拡大などの効果によ

るものであります。 
連結業績 
 当中間期は売上高１３５１億７４百万円で前年同期比３７．７％の増収、連結中間純利益は１０

億１４百万円の７１．６％の減益となりました。なお、当中間期連結業績は８月に発表しておりま

す業績予想を売上高で約５２億円、営業利益で約７億円上回り、経常利益と純利益はほぼ予想どお

りの結果となっております。 

（連結範囲の変化について） 
 連結範囲に関しましては既に前期末（平成１３年３月期末）において拡大確定しているとおりで

ありますが、当中間期と前中間期の比較では日本電産コパル、日本電産コパル電子、日本電産シバ

ウラなどが新たな連結会社となっております。以下この部分を「新連結分」として説明致します。 
（連結業績） 
 当中間期の連結売上高は１３５１億７４百万円で前年同期比３７．７％、約３７０億円の増収と

なりました。しかし連結範囲の拡大による売上増加が約３８３億円含まれております。従って旧連

結分（前中間期と同じ連結範囲）の売上高は約９６９億円となり前年同期比約１３億円（１％強）

の減少であります。また旧連結分売上高には円安効果による売上高増加が４６億円含まれている為、

これも除きますと実質的には約５９億円の減少（約６％減）であります。 
 営業利益は６１億９０百万円で前年同期比約７億円（１０．４％）の減益となりました。営業利

益においても新連結会社による増加分が約１１億円含まれている為、旧連結分営業利益は約１８億

円の減少であります。この原因の一つは日本電産本体並びにタイ日本電産等で発生しているＦＤＢ
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及び車載用モータなどの研究開発費用と生産立上支援費用の増加であります。これは前年同期比較

で約１３億円増加しました。今一つの営業利益の減少要因は旧連結会社の機器装置・電源並びにそ

の他事業（各種部品）の売上減少の影響でやはり約１３億円の営業利益が減少しております。一方

期間を通じての円安推移の結果約９億円の為替差益が営業利益段階で発生しております。 
 基本的には先に述べた二点が前年同期比営業利益減少の主要因であります。以上から営業利益の

減少７億円の主要増減要因を要約致しますと次のとおりであります。 
  新連結会社の営業利益の増加             １１億円 
  円安による為替差益効果                ９億円 

  ＦＤＢ及び車載用モータ開発・立上支援費用の増加  △１３億円 
  旧連結会社の機器装置･電源及びその他事業の売上 
  減少の影響による営業利益減            △１３億円 

  その他                       △ １億円  合計△７億円 
 経常利益は５０億４１百万円で前年同期比約１５億円（２３．４％）の減少となりました。営業

利益段階の約７億円の利益減に加えて、営業外収支の段階で下記の減益要因８億円が生じています。 

  持分法投資損益                  △ ３億円 
  為替差損                     △ ２億円 
  ニューヨーク証券取引所上場費用等         △ ３億円 

 上記持分法損益は、前中間期は今回連結会社になった日本電産コパル電子等の利益でありました

が、当中間期は日本電産ジョンソン（香港）等による損失負担となりました。 
  

 当中間純利益は１０億１４百万円で前年同期比２５．６億円の大幅減益となりました。その内訳

は次のとおりであります。 
   経常利益段階の利益減少         △１５．４億円 

   銀行株等の減損による評価損       △ ９．０億円 
   日本電産ポトランスの事業整理損失    △ ３．５億円 
   法人税負担の減少              ３．７億円 

   少数株主損益の増加           △ １．４億円  合計△２５．６億円 
 
 当中間期のキャッシュフローは「営業活動によるキャッシュフロー」は３１億５２百万円の収入

となりました。当中間期は特に法人税等の支払が７４億２４百万円と多額になっているため営業キ

ャッシュフローが少なくなっております。法人税等の支払は各社とも昨年度の好調な高額利益を対

象としているため多額になっています。その他では仕入債務の減少も多額になっていますが、これ

は売上債権の減少と棚卸資産の減少でバランスいたしております。 
 「投資活動によるキャッシュフロー」は１２４億円５７百万円の支出となりましたが、設備投資

（有形固定資産の取得）約１２７億円が主たる内容であります。 

このほか「財務活動によるキャッシュフロー」では長期借入金の返済を約２１億円実施し、短期

借入金はネットで約１２億円の借入実施となっており、大きな変動は生じておりません。 
 

 以上の結果を事業のセグメント別に以下に説明いたします。 
［精密小型モータ］は売上高６８６億０５百万円（１２．１％増）であります。これには新連結会

社分が４３億５４百万円を含んでおります。旧連結分は６４２億５１百万円となり、前年同期実績

（６１２億１９百万円）より３０億３２百万円（５．０％）の増加であります。ＨＤＤ用モータは

当中間期４０３億９２百万円で３．８％の増収となりましたが、数量的には６．４％の減少となっ

ております。従って円ベースの価格は約１１％の上昇となります。しかし当中間期の為替水準は前

年同期比約１４％の円安となっていることから、ドルベースでは年率約３％ダウンと判断されます。
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これはＦＤＢ搭載モータや高容量品の増加で実質的な価格ダウンをカバーした結果であります。そ

の他のＤＣモータ（ＣＤ－ＲＯＭ・ＤＶＤ用含む）は売上高８９億７２百万円で前期比０．４％の

増収と、ほぼ横這いであります。しかし数量的には約１１％の増加となっており、価格ダウンは年

率約１０％程度影響いたしました。昨年度第４四半期で客先製品の急激な生産調整がありましたが、

４月以降順調に実績が回復しました。ファンモータの売上高は１０８億８６百万円と前年同期比３．

９％の増収を達成いたしました。増収となったのは円安効果もありますが、ＭＰＵクーラー用やゲ

ーム機向けの実績寄与によるものであります。その他の精密小型モータは売上高８３憶５５百万円

で前年同期比約３倍となっておりますが、これは日本電産コパルの連結会社化による影響でありま

す。なお、当セグメントの営業利益は５９億３０百万円で、前年同期比１６．０％の減益でありま

す。減益要因はＦＤＢ（流体動圧軸受）関係の研究開発費用と生産立上支援費用増加による営業利

益の減少が主たるものであります。 

［中型モータ］は売上高が１８３億０９百万円（１５５％増）となりました。このうち９４億０４

百万円が新連結会社の売上高で、旧連結会社の中型モータの売上高は８９億０５百万円となり、前

年同期比１７億３０百万円（約２４％）の増加であります。当中間期分の内訳としてはＡＣモータ

が約１５億円、家電用、車載用や産業用が約１６８億円です。当セグメントの営業利益は７４百万

円の損失であります。当該事業は現在車載用・家電用・産業機器用などに向けて新製品の開発や市

場開発に取り組み中でありますが、車載用モータの量産納入開始と家電用・産業機器用の海外生産

による採算改善により黒字化を目指しております。 
［機器装置及び電源］この事業セグメントの売上高は１８８億３２百万円（２．８％減）となって

おります。このうち４８億２７百万円が新連結会社の寄与によるものです。旧連結会社分の売上高

は１４０億０５百万円で前年同期比５３億７０百万円（約２８％）の減少であります。電源装置は

１３．６億円と前年同期比で約５４％減少しましたが、国内事業の縮小を進めたことに加え米国で

の生産販売の不振も大きく影響しました。機器装置は日本電産キョーリの精密プレス、日本電産リ

ードの検査装置、日本電産トーソクの各種ダイボンダー等の設備投資関連製品が全般的に減収とな

りました。当セグメントでの営業利益は３億３９百万円を計上致しましたが前年同期比約７４％の

大幅減益となりました。営業利益は新連結会社日本電産コパル分が増加しましたが利益寄与は小さ

く、従前よりの各社機器装置事業と電源事業がマーケット需要激減の影響を受けたことが減益の原

因であります。しかし各社のこれまでの経営体質の改善効果により減益ながらも利益確保を果たし

ております。 

［その他］事業セグメントの売上高は２９４億２６百万円（１８３％増）ですが、このうちの約１

９７億３８百万円が新連結会社分です。旧連結分は９６億８８百万円ですが、これは前年同期比７

億２１百万円（約７％）の減収であります。当中間期はピボットアッセンブリーが回復傾向にあり

前年同期比約２０％の増収となりましたが、その他各社の部品販売が減少致しました。当セグメン

トの営業利益は１７億１３百万円と約７倍の大幅増益となっております。このセグメントにおいて

は新連結会社の日本電産コパル及び日本電産コパル電子の電子部品や精密部品が営業利益増加に

寄与しております。また旧連結のピボットアセンブリや自動車部品等においても採算性が改善致し

ました。 
 

単独業績 
 単独決算は増収増益の決算となり、こちらも８月に発表した業績見込みを売上高で６％強、経常

利益で約２７％上回りました。当中間期の売上高は５３２億０２百万円で前期比１５．２％、約７

０億円の増収となりました。前年同期比の平均為替水準は約１５円の円安であり、その影響額は売

上高増加として約４８億円となっています。差引き２２億円（４．８％）が純増分となります。 
セグメント別の売上高では精密小型モータが約６１億円（約１４％）の増収、中型モータが約１９

億円（約４倍）の増収となりました。精密小型モータの売上増加は円安効果が大きいもののＨＤＤ
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用スピンドルモータ、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ用等のその他ＤＣＭモータ更にＦＡＮともに新製品・

新市場向け需要の開拓によるものであります。 

 利益面では営業利益が８億７５百万円と前年同期比２億６６百万円（約４４％）の増益となりま

した。増益要因は主として為替の円安によるものであり、８億円弱の効果がありました。一方ＦＤ

Ｂ（流体動圧軸受）や車載用モータ関連の開発費用・支援費用と販管費の増加が約５億円あり、差

引き３億円弱の増益に止まりました。また、営業外収支においては国内、海外の子会社からの配当

金収入の増加が約９億円あり、これによって受取利息の減少約２億円、為替差損増加３億円強とニ

ューヨーク証券取引所上場費用などをカバーして２．４億円増益となりました。この結果当中間期

の経常利益は３８億０５百万円で前年同期比５億円の増益（約１５％）であります。特別損益では

日本電産ポトランスへの投資額（株式）の評価損など整理損を約８億円計上したことなどで９．５

億円の損失となり、税引前利益は２８億５０百万円、前年同期比約４億円の減少となりました。税

引後の当中間純利益は２５億５７百万円と税負担の軽減もあって前期比１億３４百万円（約５．

５％）増益となりました。 
 
（２）今後の見通し 
 平成１３年度下期は、国内外の景況感に未だ光明を見出せないままスタートしており、世界的な

景況悪化から回復へ反転する時期が不透明であります。このような厳しい経営環境の中で当社もま

た大きな転換期にある事は既にお伝えしたとおりであります。このうちモータ技術面での革新的変

革への対応として取り上げております流体動圧軸受（ＦＤＢ）は本格的量産が始まり、コストダウ

ンと収益性の向上に注力してまいります。更にはグループ事業のうちシステム機器等の設備投資関

連が極めて深刻な需要減に見まわれておりますため、固定費の削減等による損益分岐点の引下げと

在庫や営業債権の削減によるキャッシュフローの増大を図ってまいります。従って当下期はコアの

モータ事業中心に収益向上を推進することとなります。この分野の第３四半期は需要期でもあり比

較的客先需要見込みどおりに推移するものと思われますが、第４四半期は他の分野と同様にきわめ

て見通しが困難であります。以上の判断から通期見通しとしましては８月２３日にご報告した数値

を据置致します。その内容は次のとおりであります。 
＊連結通期業績見通し 
    売    上    高       ２７０，０００百万円（対前期比   １０８．３％） 
    営  業  利  益        １２，０００百万円（対前期比    ７４．８％） 
    経  常  利  益        １１，０００百万円（対前期比    ５８．５％） 
    当 期 純 利 益         ２，５００百万円（対前期比    ２５．１％） 
＊単独通期業績見通し 
    売    上    高        ９５，０００百万円（対前期比   ９５．４％） 
    営  業  利  益         １，５００百万円（対前期比   １７１．２％） 
    経  常  利  益         ６，０００百万円（対前期比    ７２．０％） 
    当 期 純 利 益         ４，０００百万円（対前期比    ７３．８％） 
（注）業績見通しについて 
 ①単独業績見込みについての補足 
  通期見込みにおいて営業利益が前期を上回るのに、経常利益や当期利益が前期を下回 
  るのは、前期において為替差益が約２６億円発生しているためであります。 
②為替水準の設定は１ＵＳ＄＝１２０円であります。アジア通貨もこれに連動して設定。 
 
 ＜業績等の予想に関する注意事項＞ 
 この資料に記載されております業績等の予想数字につきましては、現時点で得られた情報に基づ

いて算定しておりますが、多分に不確定な要素を含んであります。従いまして、実際の業績等は、

業況の変化などにより、この資料に記載されている予想とは大きく異なる場合がありますことをご

承知おきください。 
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（１）中間連結貸借対照表
前年中間期 対前期

科                目 増減金額

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（   資   産   の   部   ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

I 流 動 資 産 154,747 54.6 135,291 56.2 176,544 57.8 △ 21,797 

現 金 及 び 預 金 38,131 32,315 49,145 △ 11,014 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 77,658 65,206 82,998 △ 5,340 

有 価 証 券 2,433 5,207 2,981 △ 548 

た な 卸 資 産 29,070 26,411 33,949 △ 4,879 

繰 延 税 金 資 産 2,103 1,817 2,373 △ 270 

そ の 他 の 流 動 資 産 5,710 4,693 5,681 29 

貸 倒 引 当 金 △ 360 △361 △ 585 225 

II 固 定 資 産 128,623 45.4 105,638 43.8 129,102 42.2 △ 479 

(1) 有 形 固 定 資 産 98,903 34.9 75,614 31.4 97,111 31.8 1,792 

建 物 及 び 構 築 物 28,556 24,606 28,868 △ 312 

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 29,612 21,702 28,734 878 

工 具 器 具 備 品 9,093 5,418 7,695 1,398 

土 地 26,585 20,557 27,519 △ 934 

建 設 仮 勘 定 5,055 3,329 4,292 763 

(2) 無 形 固 定 資 産 13,961 4.9 3,714 1.5 15,747 5.1 △ 1,786 

営 業 権 440 732 513 △ 73 

連 結 調 整 勘 定 12,863 2,544 14,563 △ 1,700 

そ の 他 657 438 670 △ 13 

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産 15,757 5.6 26,309 10.9 16,244 5.3 △ 487 

投 資 有 価 証 券 9,768 22,026 10,653 △ 885 

そ の 他 3,199 2,777 3,922 △ 723 

繰 延 税 金 資 産 3,551 2,078 2,408 1,143 

貸 倒 引 当 金 △ 761 △574 △ 740 △ 21 

III 繰 延 資 産 21 0.0 34 0.0 29 0.0 △ 8 

 資    産    合    計 283,392 100.0 240,965 100.0 305,677 100.0 △ 22,285 

10

 ４．中間連結財務諸表等 

当中間期

(平成13年9月30日) (平成12年9月30日)

前    期

(平成13年3月31日)
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前年中間期 対前期

科                目 (平成12年9月30日)

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比

（   負   債   の   部   ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

I 流 動 負 債 129,743 45.8 106,785 44.3 147,317 48.2 △ 17,574 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 47,913 48,103 58,544 △ 10,631 

短 期 借 入 金 57,718 39,485 57,341 377 

一年以内返済予定長期借入金 4,484 2,442 4,182 302 

未 払 法 人 税 等 1,695 2,240 7,484 △ 5,789 

繰 延 税 金 負 債 189 121 268 △ 79 

賞 与 引 当 金 3,289 2,574 3,310 △ 21 

そ の 他 14,450 11,817 16,186 △ 1,736 

II 固 定 負 債 39,200 13.8 41,323 17.2 41,504 13.6 △ 2,304 

転 換 社 債 24,177 24,330 24,185 △ 8 

長 期 借 入 金 3,541 8,016 5,876 △ 2,335 

繰 延 税 金 負 債 1,310 2,188 1,424 △ 114 

退 職 給 付 引 当 金 7,798 4,136 7,247 551 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1,164 846 1,155 9 

そ の 他 1,207 1,804 1,615 △ 408 

負  債  の  部  合  計 168,943 59.6 148,108 61.5 188,822 61.8 △ 19,879 

(少 数 株 主 持 分)

I 少 数 株 主 持 分 34,025 12.0 17,919 7.4 34,679 11.3 △ 654 

(   資   本   の   部   )

I 資 本 金 26,458 9.3 26,382 10.9 26,454 8.7 4 

II 資 本 準 備 金 26,323 9.3 26,247 10.9 26,319 8.6 4 

Ⅲ 再 評 価 差 額 金 △ 700 △0.2 △700 △0.3 △ 700 △0.2 0 

Ⅳ 連 結 剰 余 金 34,645 12.2 28,630 11.9 34,539 11.3 106 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 △ 896 △0.3 △186 △0.1 △ 537 △0.2 △ 359 

Ⅵ 為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 5,405 △1.9 △5,433 △2.2 △ 3,900 △1.3 △ 1,505 

Ⅶ 自 己 株 式 △ 0 △0.0 △2 △0.0 △ 0 △0.0 0 

資  本  の  部  合  計 80,424 28.4 74,937 31.1 82,175 26.9 △ 1,751 

負債、少数株主持分及び資本合計 283,392 100.0 240,965 100.0 305,677 100.0 △ 22,285 

(注) 当中間期 前年中間期 前   期

自己株式数 47 株 202 株 7 株

11

当中間期

(平成13年9月30日)
増減金額

前   期

(平成13年3月31日)
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（２）中間連結損益計算書
当中間期 対前年中間期 対前年 前    期

科                目 (13.4-13.9) (12.4-12.9) 増減金額 中間期比 (12.4-13.3)

金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

I 売    上    高 135,174 100.0 98,179 100.0 36,995 137.7 249,238 100.0 

II 売  上  原  価 111,218 82.3 80,195 81.7 31,023 138.7 204,410 82.0 

売 上 総 利 益 23,956 17.7 17,984 18.3 5,972 133.2 44,828 18.0 

III 販売費及び一般管理費計 17,765 13.1 11,077 11.3 6,688 160.4 28,795 11.6 

販売費及び一般管理費 16,113 10,879 5,234 148.1 27,036 

連 結 調 整 勘 定 償 却 1,651 198 1,453 833.3 1,758 

営 業 利 益 6,190 4.6 6,906 7.0 △716 89.6 16,033 6.4 

IV 営 業 外 収 益 1,277 0.9 1,024 1.0 253 124.7 5,916 2.4 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 463 415 48 111.6 975 

有 価 証 券 売 却 益 6 45 △39 13.6 － 

連 結 調 整 勘 定 償 却 100 49 51 204.1 265 

持分法による投資利益 － 138 △138 － － 

為 替 差 益 － － － － 3,565 

そ の 他 706 376 330 187.9 1,110 

V 営 業 外 費 用 2,426 1.8 1,345 1.3 1,081 180.3 3,154 1.3 

支 払 利 息 751 663 88 113.1 1,544 

有 価 証 券 評 価 損 6 － 6 － 40 

新 株 発 行 費 0 － 0 － 170 

為 替 差 損 683 455 228 150.1 － 

持分法による投資損失 156 － 156 － 168 

そ の 他 829 226 603 366.2 1,232 

経 常 利 益 5,041 3.7 6,584 6.7 △1,543 76.6 18,795 7.5 

VI 特  別  利  益 154 0.1 5,484 5.6 △5,330 2.8 5,713 2.3 

固 定 資 産 売 却 益 － 11 △11 － 41 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 58 25 33 229.9 － 

関 係 会 社 株 式 売 却 益 － 2,325 △2,325 － 2,470 

持 分 変 動 損 益 0 1,115 △1,115 0.0 1,120 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 － 1,905 △1,905 － 1,905 

そ の 他 96 100 △4 96.0 174 

VII 特  別  損  失 2,344 1.7 6,437 6.6 △4,093 36.4 7,356 2.9 

固 定 資 産 処 分 損 253 161 92 157.4 403 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 916 － 916 － 694 

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 － 1,478 △1,478 － 27 
退 職 給 付 会 計 適 用 に 伴 う
会 計 処 理 基 準 変 更 時 差 異 730 3,462 △2,732 21.1 4,429 

過年度役員退職慰労引当金繰入額 － 374 △374 － 432 

営 業 権 償 却 － 650 △650 － 650 

事 業 整 理 損 349 － 349 － － 

そ の 他 94 311 △217 30.3 718 

税金等調整前中間 (当期 )純利益 2,851 2.1 5,631 5.7 △2,780 50.6 17,152 6.9 

法人税､住民税及び事業税 1,666 1.2 1,917 2.0 △251 86.9 7,547 3.0 

法 人 税 等 調 整 額 △611 △0.5 △495 △0.6 △116 123.3 △1,995 △0.8 

少 数 株 主 損 益 782 0.6 638 0.7 144 122.6 1,643 0.7 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 1,014 0.8 3,571 3.6 △2,557 28.4 9,956 4.0 

12

前年中間期



日本電産㈱ 【連結】

（３）中間連結剰余金計算書

当中間期 前年中間期 対前年中間期 前      期

科                目 (13.4－13.9) (12.4－1２.9) 増減金額 (12.4－13.3)

金      額 金      額 金      額

百万円 百万円 百万円 百万円

I 連 結 剰 余 金 期 首 残 高 34,539 25,607 8,932 25,607 

II 連 結 剰 余 金 増 加 高 － 2,044 △2,044 4,287 

連 結 子 会 社 増 加 に よ る 増 加 高 － 31 △31 496 

持分法適用会社減少による増加高 － 2,012 △2,012 3,791 

III 連 結 剰 余 金 減 少 高 908 2,592 △1,684 5,311 

配 当 金 794 475 319 951 

役 員 賞 与 109 72 37 72 

連 結 子 会 社 増 加 に よ る 減 少 高 3 2,012 △2,009 3,791 

持分法適用会社増加による減少高 0 － 0 －

持分法適用会社減少による減少高 － 31 △31 496 

IV 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 1,014 3,571 △2,557 9,956 

V 連結剰余金中間期末（期末）残高 34,645 28,630 6,015 34,539 

13



日本電産㈱ 【連結】

（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 (単位 ：百万円）
当中間期 前年中間期 対前年中間期 前期

科　　目 (13.4-13.9) (12.4-12.9) 増減金額   (12.4-13.3)

Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益 2,851 5,631 △ 2,780 17,152 

減価償却費 6,053 3,740 2,313 10,133 

連結調整勘定償却額 1,551 149 1,402 1,492 

貸倒引当金の減少額（△増加額） △ 199 △ 85 △ 114 78 

退職給与引当金の減少額 － － － △912 

退職給付引当金の増加額 676 660 16 2,794 

賞与引当金の増加額（△減少額） △ 13 － △ 13 413 

受取利息及び受取配当金 △ 463 △ 415 △ 48 △975 

支払利息 751 663 88 1,544 

為替差損（△為替差益） △ 513 935 △ 1,448 642 

持分法による投資損失（△投資利益） 156 △ 138 294 168 

デリバティブ評価損（△評価益） △ 6 1,478 △ 1,484 － 

有価証券売却益 △ 5 △ 45 40 － 

投資有価証券売却益 △ 58 － △ 58 △3,553 

投資有価証券評価損 916 － 916 － 

有形固定資産売却損（△売却益） 44 △ 10 54 △19 

有形固定資産除却損 209 159 50 381 

売上債権の減少額（△増加額） 4,012 △ 4,329 8,341 △6,531 

たな卸資産の減少額（△増加額） 4,526 △ 3,701 8,227 △3,633 

仕入債務の増加額（△減少額） △ 9,150 932 △ 10,082 2,715 

役員賞与の支払額 △ 180 △ 72 △ 108 － 

未払金の増加額（△減少額） △ 809 2,425 △ 3,234 － 

事業整理損 349 － 349 － 

その他営業活動キャッシュ・フロー 42 403 △ 361 △170 

小計 10,741 8,380 2,361 21,721 

利息及び配当金の受取額 476 418 58 1,109 

利息の支払額 △ 641 △ 685 44 △1,500 

法人税等の支払額 △ 7,424 △ 1,248 △ 6,176 △4,256 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,152 6,865 △ 3,713 17,073 

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー
預入期間が３ヶ月を超える定期預金の預入 △ 1 △ 852 851 － 

有価証券の取得による支出 － － － △79 

有価証券の売却による収入 5 － 5 585 

有形固定資産の取得による支出 △ 12,729 △ 6,993 △ 5,736 △13,476 

有形固定資産の売却による収入 2,081 230 1,851 － 

投資有価証券の取得による支出 △ 400 △ 106 △ 294 △1,080 

投資有価証券の売却による収入 152 305 △ 153 3,143 

新規連結子会社株式の取得による収入 － 2,502 △ 2,502 17,367 

貸付による支出 △ 29 △ 99 70 △1,478 

貸付金回収による収入 58 － 58 810 

関係会社株式の売却による収入 214 3,645 △ 3,431 3,076 

関係会社株式の取得による支出 △ 2,015 △ 8,948 6,933 △13,457 

その他投資活動キャッシュ・フロー 205 172 33 △308 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 12,457 △ 10,144 △ 2,313 △4,897 

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増加額 1,200 5,213 △ 4,013 12,041 

長期借入れによる収入 33 3,000 △ 2,967 3,289 

長期借入金の返済による支出 △ 2,076 △ 3,058 982 △7,674 

株式の発行による収入 － 51 △ 51 33 

社債償還による支出 － △ 3,985 3,985 △ 4,420 

少数株主への株式発行 － 1,773 △ 1,773 3,191 

親会社による配当金の支払額 △ 794 △ 559 △ 235 △951 

少数株主への配当金の支払額 △ 466 － △ 466 △ 368 

その他財務活動キャッシュフロー 4 － 4 △1 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,099 2,435 △ 4,534 5,138 

 

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 148 △ 473 325 1,830 

Ⅴ.現金及び現金同等物の増加額 △ 11,552 △ 1,316 △ 10,236 19,145 

Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高 51,925 32,780 19,145 32,780 

Ⅶ.現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 40,372 31,463 8,909 51,925 
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社数    48社 

 主要な連結子会社名 

日本電産シンポ㈱、日本電産トーソク㈱、日本電産コパル㈱、日本電産コパル電子㈱、日本電産リード㈱、

米国日本電産㈱、シンガポール日本電産㈱、タイ日本電産㈱、フィリピン日本電産㈱、日本電産（大連）

有限公司 

 新規に連結の範囲に含めた連結子会社  １社 

台湾日電産理徳股ｲ分有限公司 

 連結の範囲から外れることとなった会社  ２社 

日本電産精密（大連）有限公司、芝浦精工㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社 

  グローバサービス㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び剰

余金（持分に見合う額）は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数    ５社 

 主要な会社名 

フィリピン日本電産開発㈱、日本電産ジョンソンエレクトリック㈱、日本電産德昌電機（香港）有限公司、

㈱オリエンテック、アドバンス・プローブ㈱ 

新規に持分法適用会社となった会社  １社     アドバンス・プローブ㈱ 

持分法適用会社でなくなった会社  １社     光洋日電産(大連)精密軸承有限公司 

  

 なお、日本電産ジョンソンエレクトリック㈱は、当社の議決権所有割合が過半数を超えておりますが、

重要な財務及び営業又は事業の方針の決定に関する契約等の存在により、当社は当該会社の意思決定機関

を支配していないため、持分法を適用しております。 

(2)持分法を適用していない非連結子会社（グローバサービス㈱他）は、中間連結純損益及び剰余金に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 

(3）持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、各社の中間会計期間に係る

財務諸表を使用しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち、科宝光電機器（上海）有限公司他連結子会社２社の中間決算日は６月30日、日本電産パワ

ーモータ㈱及び㈱ニデック精工の中間決算日は９月20日であります。中間連結財務諸表の作成にあたっては、各

社の中間決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、中間連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券 

 満期保有目的債券 

 償却原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② デリバティブ 

 時価法 
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③ たな卸資産 

 当社、シンガポール日本電産㈱、タイ日本電産㈱及び日本電産（大連）有限公司を初めとする連結会社17

社は主として移動平均法による低価法を採用し、日本電産コパル㈱、日本電産コパル電子㈱、日本電産シバ

ウラ㈱を初めとする連結子会社17社は主として総平均法による低価法を、日本電産シンポ㈱、米国日本電産

㈱を初めとする連結子会社６社は主として先入先出法による低価法を、日本電産パワーモータ㈱他連結子会

社３社は個別法による低価法を、日本電産トーソク㈱他連結子会社１社は総平均法又は個別法による低価法

を、台湾日電産股ｲ分有限公司他連結子会社１社は加重平均法による低価法を、日本電産総合サービス㈱は最

終仕入原価法を、それぞれ採用しております。 

（会計方針の変更） 

 従来、日本電産シンポ㈱他連結子会社２社は、たな卸資産の評価基準につきましては原価法によっており

ましたが、当中間連結会計期間より低価法に変更いたしました。 

 この変更は、最近の市場における価格競争の激化により短期間で販売価格が下落する傾向にあることから、

より一層の財務体質の強化を図るため行ったものであります。この変更により、従来の方法によった場合に

比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益はそれぞれ40百万円減少しております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によっております。在外連結子会社は主として定額法を採用してお

ります。 

（会計方針の変更） 

従来、日本電産トーソク㈱は、同社山梨事業所については定額法を採用しておりましたが、当中間連結会

計期間より建物を除き定額法から定率法に変更いたしました。 

この変更は、同社の自動車部品事業に係る生産拠点の見直しにより、山梨事業所の生産量の増加が顕著と

なり、稼働率が高まったため、投下資本の早期回収を通じて、より合理的な期間損益計算を行なうこと及び

国内連結子会社において建物を除く有形固定資産の減価償却方法を統一するために行なったものでありま

す。この変更により、従来の方法によった場合に比べ、減価償却費は55百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益はそれぞれ52百万円減少しております。 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつきましては社内における利用可能期間(主として５年)に基づく定額法

を採用しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

当社及び国内連結子会社の一部は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、規定若しくは内規に基づく中

間期末要支給額を計上しております。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産及び負債は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含

めております。 
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(5）重要なリース取引の処理方法 

 当社及び国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、在外連結子会

社については、主として通常の売買取引に準じた会計処理によっております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を行い、金利スワップ及び金利キャッ

プについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

 為替予約、金利スワップ、金利キャップ 

・ヘッジ対象 

 変動相場による損失の可能性があり、変動相場等が評価に反映されていないもの及びキャッシュ・フロ

ーが固定されその変動が回避されるもの（外貨建債権、変動金利借入金） 

③ ヘッジ方針 

 リスク回避を目的に為替、金利水準等の取引実勢を総合的に勘案し機動的にヘッジを行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、外貨建金銭債権に同一通貨建てによる同一金額でほぼ同一の期日の為替予約を振当

てしているため、有効性の判定を省略しております。また、金利スワップ及び金利キャップについては、特

例処理の要件を満たしており、その判定をもって有効性の判定に代えております。（中間決算日における有

効性の評価を省略しております。） 

(7）消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係）    

（単位 百万円）

番号 摘 要 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

１ 有形固定資産の減

価償却累計額 

60,272 79,226 80,410 

２ 担 保 提 供 資 産      

 土地 666 745 (   476) 745 (   476) 

 建物 695 1,313 ( 1,161) 1,360 ( 1,204) 

 機械装置 － 280 (   221) 385 (   254) 

 工具器具備品 － 4 (    4) 4 (     4) 

 投資有価証券 4,672 1,752 (    －) 2,148 (    －) 

 合計 6,033 4,097 ( 1,863) 4,644 ( 1,940) 

 上記に対応する債

務の額 

   

 短期借入金 600 357 (    －) 159 (    －) 

 長期借入金 4,315 2,353 (   775) 2,922 ( 1,128) 

 合計 4,915      2,711 (   775) 3,082 ( 1,128) 

  （一年以内返済予定額1,122百万円を含む） （一年以内返済予定額1,007百万円を含む） （一年以内返済予定額857百万円を含む） 

    上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

 上記のうち（ ）内書は

工場財団抵当並びに当該債

務を示しております。 

３ 偶発債務    

 

イースト・パシフィ
ック・ファンディン
グ・コーポレーショ
ン東京支店 

 1,237  1,221  1,229 

４ 輸出手形割引高   203 
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番号 摘 要 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

５ 中間連結会計期間

（連結会計年度）末

日満期手形 

当中間連結会計期間の末

日が金融機関の休日であっ

たため、末日に満期日を迎

える手形のある連結会社の

うち、日本電産トーソク㈱、

日本電産コパル電子㈱及び

芝浦電産㈱は満期日に決済

が行われたものとして処理

しており、提出会社を含む

その他の連結会社は手形交

換日をもって処理しており

ます。なお、上記により処

理された中間連結会計期間

末日満期手形の金額は、そ

れぞれ次の通りでありま

す。 

・満期日に決済が行われた

ものとして処理した手形 

当中間連結会計期間の末

日が金融機関の休日であっ

たため、末日に満期日を迎

える手形のある連結会社の

うち、日本電産トーソク㈱

は満期日に決済が行われた

ものとして処理しており、

提出会社を含むその他の連

結会社は手形交換日をもっ

て処理しております。なお、

上記により処理された中間

連結会計期間末日満期手形

の金額は、それぞれ次の通

りであります。 

 

 

・満期日に決済が行われた

ものとして処理した手形 

当連結会計年度の末日が

金融機関の休日であったた

め、末日に満期日を迎える

手形のある連結会社のう

ち、日本電産トーソク㈱、

日本電産コパル電子㈱及び

芝浦電産㈱は満期日に決済

が行われたものとして処理

しており、当社を含むその

他の連結会社は手形交換日

をもって処理しておりま

す。なお、上記により処理

された連結会計年度末日満

期手形の金額は、それぞれ

次の通りであります。 

 

・満期日に決済が行われた

ものとして処理した手形 

  受取手形 626百万円 受取手形 75百万円 受取手形 646百万円 

  支払手形 925百万円 支払手形 375 百万円 支払手形 757百万円 

 ・手形交換日をもって決済

処理した手形 

 次の金額が中間連結会計

期間末残高に含まれており

ます。 

・手形交換日をもって決済

処理した手形 

 次の金額が中間連結会

計期間末残高に含まれて

おります。 

・手形交換日をもって決済

処理した手形 

 次の金額が連結会計年度

末残高に含まれておりま

す。 
 受取手形 704百万円 受取手形 1,742百万円 受取手形 2,065百万円 

 支払手形 3百万円 支払手形 478百万円 支払手形 7百万円 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）        （単位 百万円）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 32,315 現金及び預金勘定 38,131 現金及び預金勘定 49,145 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 

△ 852 預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 

△ 116 預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 

△ 125 

現金及び現金同等物 31,463 有価証券 2,357 有価証券 2,905 

  現金及び現金同等物 40,372 現金及び現金同等物 51,925 
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リース取引に関する注記事項    

（単位 百万円）

番号 摘 要 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

１ リース物件の所有

権が借主に移転す

ると認められるも

の以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当

額 

 

 

(1)リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当

額 

(1）リース物件の取得価額相

当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

   

 

 

  

  (2）未経過リース料中間期末

残高相当額 

(2)未経過リース料中間期末

残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高

相当額 

１年内 1,045 １年内 1,070 １年内 1,088 

１年超 2,840 １年超 2,750 １年超 2,511 

  

合計 3,886 合計 3,821 合計 3,599 

  （注）未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経

過リース料中間期末

残高が有形固定資産

の中間期末残高等に

占める割合が低いた

め、支払利子込み法に

よっております。 

同    左 （注）未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有

形固定資産の期末残

高等に占める割合が

低いため、支払利子込

み法によっておりま

す。 

  (3）支払リース料及び減価償

却費相当額 

(3)支払リース料及び減価償

却費相当額 

(3）支払リース料及び減価償

却費相当額 

  支払リース料 546 支払リース料 585 支払リース料 900 

  減価償却費相当額 546 減価償却費相当額 585 減価償却費相当額 900 

  (4)減価償却費相当額の算定

方法 

(4)減価償却費相当額の算定

方法 

(4）減価償却費相当額の算定

方法 

   リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

同    左 同    左 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年内 24 １年内 218 １年内 278 

１年超 1 １年超 994 １年超 1,653 

２ オペレーティン

グ・リース取引 

（借主側） 

合計 26 合計 1,213 合計 1,931 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

  １年内 3 １年内 5 

  １年超 22 １年超 24 

３ オペレーティン

グ・リース取引 

（貸主側） 

  合計 26 合計 30 

 

 
取 得  
価 額  
相当額  

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

中間期末
残 高 
相 当 額 

機 械 装 置 及 び
運搬具 2,962 796 2,165 

工具器具備品 3,264 1,846 1,418 

そ の 他 無 形 固
定資産 604 366 237 

合計 6,831 3,010 3,821 
 

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相当額

機 械 装 置 及 び
運搬具

2,456 737 1,719

工具器具備品 3,529 1,914 1,615

そ の 他 の 無 形
固定資産 618 352 265

合計 6,603 3,004 3,599

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

機 械 装 置 及 び
運搬具

2,608 667 1,941

工具器具備品 2,968 1,355 1,613

そ の 他 の 無 形
固定資産 658 327 330

合計 6,236 2,350 3,886
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（6）第２四半期　連結損益計算書
（第２四半期比較：７月１日から９月３０日までの３ヶ月間）

(13.7－13.9) (12.7－12.9) (13.4－13.6)

金　額 百分比 金　額 百分比 増減額 増減率 金　額 百分比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

I 売    上    高 68,115 100.0 51,190 100.0 16,925 33.1 67,058 100.0 

II 売  上  原  価 55,586 81.6 41,640 81.3 13,946 33.5 55,631 83.0 

売 上 総 利 益 12,529 18.4 9,550 18.7 2,979 31.2 11,427 17.0 

III 販売費及び一般管理費計 8,832 13.0 5,534 10.8 3,298 59.6 8,932 13.3 

販 売 費 及 び 一 般 管 理費 8,030 5,389 2,641 8,083 

連 結 調 整 勘 定 償 却 802 144 658 849 

営 業 利 益 3,696 5.4 4,016 7.9 △ 320 △ 8.0 2,494 3.7 

IV 営 業 外 収 益 722 1.1 875 1.7 △ 153 △ 17.5 554 0.8 

受 取 利 息 ・ 配 当 金 225 86 139 238 

有 価 証 券 売 却 益 6 45 △ 39 － 

連 結 調 整 勘 定 償 却 100 49 51 － 

持 分 法 に よ る 投 資 利益 － 581 △ 581 － 

為 替 差 益 △14 － △ 14 14 

そ の 他 404 112 292 301 

V 営 業 外 費 用 1,558 2.3 457 0.9 1,101 240.9 868 1.3 

支 払 利 息 341 274 67 409 

為 替 差 損 683 124 559 － 

持 分 法 に よ る 投 資 損失 60 － 60 96 

そ の 他 473 57 416 361 

経 常 利 益 2,859 4.2 4,433 8.7 △ 1,574 △ 35.5 2,181 3.3 

VI 特  別  利  益 △4 △0.0 5,412 10.5 △ 5,416 △ 100.1 159 0.2 

固 定 資 産 売 却 益 △3 9 △ 12 3 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 △53 △1 △ 52 111 

関 係 会 社 株 式 売 却 益 － 2,325 △ 2,325 － 

持 分 変 動 損 益 0 1,115 △ 1,115 － 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 － 1,905 △ 1,905 － 

そ の 他 51 56 △ 5 44 

VII 特  別  損  失 1,919 2.8 6,314 12.3 △ 4,395 △ 69.6 424 0.6 

固 定 資 産 処 分 損 233 98 135 20 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 910 － 910 5 

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 － 1,478 △ 1,478 － 
退 職 給 付 会 計 適 用 に 伴 う
会 計 処 理 基 準 変 更 時 差 異 365 3,462 △ 3,097 364 

過年度役員退職慰労引当金繰入額 － 374 △ 374 － 

営 業 権 償 却 － 650 △ 650 － 

事 業 整 理 損 349 － 349 0 

そ の 他 60 250 △ 190 33 

税金等調整前中間 ( 当期 ) 純 利益 935 1.4 3,532 6.9 △ 2,597 △ 73.5 1,916 2.9 

法人税､住民税及び事業税 591 0.9 1,483 2.9 △ 892 △ 60.1 1,074 1.6 

法 人 税 等 調 整 額 △379 △0.6 △522 △1.0 143 △ 27.4 △231 △0.3 

少 数 株 主 損 益 245 0.4 437 0.8 △ 192 △ 43.9 536 0.8 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 477 0.7 2,132 4.2 △ 1,655 △ 77.6 536 0.8 

21

科           目

前年第２四半期
増　　減

当第２四半期 当第１四半期
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５．セグメント情報  
 
１．事業の種類別セグメント情報 
当中間連結会計期間（自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日）  （単位 百万円）

 精 密 小 型 
モ ー タ 

中 型 
モ ー タ 

機器装置 
及び電源 そ の 他 計 

消 去 又 は  
全 社  連 結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 68,605 18,309 18,832 29,426 135,174 － 135,174 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 19 30 5,388 293 5,731 (5,731) － 

計 68,625 18,339 24,221 29,719 140,905 (5,731) 135,174 

営業費用 62,694 18,413 23,882 28,006 132,996 (4,013) 128,983 

営業利益 5,930 △ 74 339 1,713 7,908 (1,717) 6,190 

 
前中間連結会計期間（自 平成12年４月１日 至 平成12年９月30日）  （単位 百万円）

 精 密 小 型 
モ ー タ 

中 型 
モ ー タ 

機器装置 
及び電源 そ の 他 計 

消 去 又 は  
全 社  連 結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 61,219 7,174 19,376 10,409 98,179 － 98,179 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 45 10 1,001 120 1,177 (1,177) － 

計 61,264 7,185 20,377 10,529 99,357 (1,177) 98,179 

営業費用 54,204 7,730 19,069 10,281 91,285 (12) 91,273 

営業利益 7,060 △ 544 1,307 248 8,071 (1,164) 6,906 

 
前連結会計年度（自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日）  

（単位 百万円）

 精 密 小 型 
モ ー タ 

中 型 
モ ー タ 

機器装置 
及び電源 そ の 他 計 

消 去 又 は  
全 社  連 結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 130,485 24,134 50,412 44,205 249,238 － 249,238 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 3,040 213 4,763 4,440 12,458 (12,458) － 

計 133,525 24,348 55,176 48,646 261,697 (12,458) 249,238 

営業費用 120,903 25,568 52,280 44,443 243,195 (9,989) 233,205 

営業利益 12,622 △ 1,219 2,895 4,203 18,502 (2,468) 16,033 

（注）１．事業区分は製品の種類、性質、製造方法及び販売方法の類似性を考慮し区分しております。 
２．各事業の主要な製品 
（1）精密小型モータ･････精密小型ＤＣモータ（ハードディスク装置用スピンドルモータを含む）、

精密小型ファン、振動モータ、ブラシ付モータ 
（2）中型モータ･････････家電用モータ、自動車用モータ、産業用モータ  
（3）機器装置及び電源･･････変減速機、半導体製造装置、精密機器、ＦＡ機器、アダプター、

スイッチング電源 
※「機器装置及び電源」セグメントにつきましては、従来「電源・機器装置」と表示してお

りましたが、当中間連結会計期間以降機器装置が当セグメントの主要な事業内容となるた

め、当中間連結会計期間より名称を変更いたしました。なお、比較の便を考慮し、前中間

連結会計年度及び前連結会計年度につきましても「機器装置及び電源」と表示しておりま

す。 
（4）その他 ････････････ピボット・アッセンブリ、自動車部品、その他部品、サービス等  
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３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 
 当中間連結

会計期間 
前中間連結

会計期間 
前連結会計

年度 
主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額（百万円） 
1,310 1,126 2,350 

親会社総務・経理部門

等の管理部門に係る費

用であります。 
 
 
２．所在地別セグメント情報 
当中間連結会計期間（自 平成13年４月１日 至 平成13年９月30日）  （単位 百万円）

 日 本 北 米 ア ジ ア そ の 他 計 消去又は全社  連 結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 87,943 5,320 39,244 2,665 135,174 － 135,174 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 33,107 371 48,609 9 82,098 (82,098) － 

計 121,051 5,692 87,854 2,675 217,273 (82,098) 135,174 

営業費用 117,130 5,936 83,898 2,603 209,570 (80,586) 128,983 

営業利益 3,920 △ 244 3,955 71 7,703 (1,512) 6,190 

  
前中間連結会計期間（自 平成12年４月１日 至 平成12年９月30日）  （単位 百万円）

 日 本 北 米 ア ジ ア そ の 他 計 消去又は全社  連 結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 52,171 5,569 36,901 3,537 98,179 － 98,179 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 23,167 498 29,157 7 52,830 (52,830) － 

計 75,338 6,067 66,059 3,545 151,010 (52,830) 98,179 

営業費用 71,990 5,933 61,128 3,460 142,513 (51,240) 91,273 

営業利益 3,347 133 4,930 84 8,496 ( 1,590) 6,906 

  
前連結会計年度（自 平成12年４月１日 至 平成13年３月31日）  （単位 百万円）

 日 本 北 米 ア ジ ア そ の 他 計 消去又は全社 連 結 

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 153,304 12,633 76,135 7,165 249,238 － 249,238 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 54,314 1,245 77,934 286 133,780 (133,780) － 

計 207,618 13,878 154,069 7,451 383,019 (133,780) 249,238 

営業費用 198,819 13,928 144,471 7,225 364,444 (131,239) 233,205 

営業利益 8,799 △ 49 9,597 226 18,574 (2,541) 16,033 

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 
２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米 ……… 米国 
(2）アジア …… シンガポール、タイ、中国、フィリピン 
(3）その他 …… ヨーロッパ 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 
 当中間連結

会計期間 
前中間連結

会計期間 
前連結会計

年度 
主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額（百万円） 
1,310 1,126 2,350 

親会社総務・経理部門

等の管理部門に係る費

用であります。 
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３．海外売上高    
（単位 百万円）

  北 米 ア ジ ア そ の 他 計 

Ⅰ 海外売上高 4,504 60,232 5,057 69,794 

Ⅱ 連結売上高 － － － 135,174 当中間連結会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 Ⅲ 

 
海外売上高の連結売
上高に占める割合 3.3％ 44.6％ 3.7％ 51.6％ 

（単位 百万円） 

  北 米 ア ジ ア そ の 他 計 

Ⅰ 海外売上高 6,266 46,758 6,992 60,017 

Ⅱ 連結売上高 － － － 98,179 前中間連結会計期間 
自 平成12年４月１日 
至 平成12年９月30日 Ⅲ 

 
海外売上高の連結売
上高に占める割合 6.3％ 47.6％ 7.1％ 61.1％ 

 
    （単位 百万円）

  北 米 ア ジ ア そ の 他 計 

Ⅰ 海外売上高 13,728 110,271 9,009 133,010 

Ⅱ 連結売上高 － － － 249,238 前連結会計年度 
自 平成12年４月１日 
至 平成13年３月31日 Ⅲ 

 
海外売上高の連結売
上高に占める割合 5.5％ 44.2％ 3.6％ 53.3％ 

（注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域は次のとおりであります。 
(1）国又は地域の区分の方法…………… 地理的近接度による。 
(2）各区分に属する主な国又は地域…… 北米 ：米国 

アジア：シンガポール、タイ、マレーシア 
その他：オーストラリア、ブラジル、ヨーロッパ 

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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６．有価証券関係 
 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの （単位 百万円）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末 

 中間連結
貸借対照
表計上額 

時 価 差 額 
連結貸借
対 照 表 
計 上 額 

時 価 差 額 
中間連結
貸借対照
表計上額 

時 価 差 額 

(1）国債・地方債等 － － － － － － － － － 

(2）社債 － － － － － － － － － 

(3）その他 142 143 0 142 143 0 － － － 

合計 142 143 0 142 143 0 － － － 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの （単位 百万円）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末 

 
取 得 
原 価 

中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 取 得 原 価 

連結貸借
対照表計
上 額 

差 額 取 得 原 価 

中間連結
貸借対照
表計上額 

差 額 

(1）株式 9,261 7,522 △1,738 10,410 9,617 △ 793 8,224 8,082 △ 141 

(2）債券          

国債・地方債等 － － － － － － － － － 

社債 37 39 2 37 39 2 18 19 0 

その他 － － － － － － － － － 

(3）その他 1,287 1,089 △ 198 1,166 1,030 △ 136 1,608 1,561 △  47 

合計 10,586 8,652 △1,934 11,615 10,688 △ 927 9,851 9,663 △ 188 

 
３．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 （単位 百万円）

当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 前中間連結会計期間末 
 

中間連結貸借 
対照表計上額 

連 結 貸 借 
対照表計上額 

中間連結貸借 
対照表計上額 

(1)満期保有目的の債券 0 － － 

(2)その他の有価証券    

非上場株式（店頭売買株式を除く） 745 284 604 

非上場外国債券 110 110 － 

マネーマネジメントファンド 1,446 2,095 3,700 

中期国債ファンド 302 302 － 

割引金融債 9 9 － 

その他 348 － － 
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７．デリバティブ取引 
 

（当中間連結会計期間末）（平成 13 年９月 30 日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （単位 百万円）

対 象 物 の 種 類 取 引 の 種 類 契 約 額 等 時 価 評 価 損 益 

通 貨 通貨オプション取引    

 為替予約取引    

  買建    

   米ドル 100 100 △ 0 

     

金 利 金利キャップ取引 3,000 0 － 

 金利スワップ取引    

 受取変動･支払固定 1,000 △ 9 △ 9 

合計 4,100 90 △ 9 

 （注）１．時価は、金融機関から提示された価格等に基づき算出しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 
（前連結会計年度末）（平成 13 年３月 31 日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （単位 百万円）

対 象 物 の 種 類 取 引 の 種 類 契 約 額 等 時 価 評 価 損 益 

通 貨 通貨オプション取引    

 為替予約取引    

  買建    

   米ドル 120 8 8 

   ユーロ 36 △   0 △   0 

  売建    

   米ドル 21 △   0 △   0 

     

金 利 金利キャップ取引 3,000 0 0 

 金利スワップ取引    

 受取変動･支払固定 1,000 △  16 △  16 

合計 4,177 △  8 △  8 

 （注）１．時価は、金融機関から提示された価格等に基づき算出しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 
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（前中間連結会計期間末）（平成 12 年９月 30 日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （単位 百万円）

対 象 物 の 種 類 取 引 の 種 類 契 約 額 等 時 価 評 価 損 益 

通 貨 通貨オプション取引 30,783 △  1,455 △  1,455 

 為替予約取引    

  売建    

   米ドル 50 49 △   0 

     

金 利 金利キャップ取引 3,000 4 △  24 

 金利スワップ取引    

 受取変動･支払固定 1,000 △  23 △  23 

合計 34,833 △  1,425 △  1,502 

 （注）１．時価は、金融機関から提示された価格等に基づき算出しております。 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

 



平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 19日

上   場   会   社   名       日本電産株式会社 上場取引所東 大

コード番号       6594 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 専務取締役 京都府

　　        氏　     名　　　　　　　　　　　　　　鳥山泰靖 TEL (075) 316 - 1771
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 19日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 13年 12月 12日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日） [単位：百万円未満切捨]

(1)経営成績
　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 53,202 15.2 875 43.7 3,805 15.3
12年 9月中間期 46,173 △ 12.5 609 △ 78.6 3,301 △ 24.9
13年 3月期 99,605 876 8,336

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 2,557 5.5 40.24
12年 9月中間期 2,423 △ 16.2 41.66
13年 3月期 5,421 89.12
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期    63,551,872 株   12年 9月中間期    58,179,628 株   13年 3月期    60,840,242 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    ニューヨーク市場上場記念配当 5 円 00 銭 

13年 9月中間期 15.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

12年 9月中間期 7.50 －
13年 3月期 － 20.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 153,343 80,272 52.3 1,263.09
12年 9月中間期 138,302 76,359 55.2 1,203.06
13年 3月期 154,285 78,941 51.2 1,242.21
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期    63,552,767 株   12年 9月中間期    63,471,141 株   13年 3月期    63,549,008 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 95,000 6,000 4,000 10.00 25.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）                62 円    94 銭
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（１）中間貸借対照表　

当中間期 前年中間期 対前期

科          目 (平成13年9月30日) (平成12年9月30日) (平成13年3月31日) 増減金額

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

( 資 産 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流　動　資　産 60,702 39.6 62,976 45.5 64,457 41.8 △3,755 

現 金 及 び 預 金 15,711 18,633 19,387 △3,676 

受 取 手 形 4,761 4,231 5,050 △289 

売 掛 金 28,411 23,041 27,689 722 

自 己 株 式 0 1 0 0 

製 品 2,054 2,333 2,005 49 

原 材 料 93 156 233 △140 

仕 掛 品 318 284 386 △68 

貯 蔵 品 115 163 139 △24 

前 渡 金 56 68 57 △1 

前 払 費 用 211 121 75 136 

繰 延 税 金 資 産 716 1,063 1,008 △292 

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 2,228 6,196 2,269 △41 

未 収 入 金 6,168 6,822 6,305 △137 

そ の 他 の 流 動 資 産 41 45 39 2 

貸 倒 引 当 金 △189 △186 △190 1 

固　定　資　産 92,641 60.4 75,325 54.5 89,828 58.2 2,813 

＜有形固定資産＞ (18,845) 12.3 (18,786) 13.6 (19,283) 12.5 △438 

建 物 5,072 5,417 5,253 △181 

構 築 物 144 163 153 △9 

機 械 及 び 装 置 2,217 2,276 2,360 △143 

車 両 運 搬 具 3 5 4 △1 

工 具 器 具 備 品 1,142 1,141 1,230 △88 

土 地 8,884 8,883 8,884 － 

建 設 仮 勘 定 1,379 898 1,396 △17 

＜無形固定資産＞ (524) 0.3 (654) 0.5 (585) 0.4 △61 

営 業 権 419 539 479 △60 

特 許 権 0 － － 0 

ソ フ ト ウ ェ ア 68 78 70 △2 

電 話 加 入 権 19 19 19 0 

施 設 利 用 権 16 17 16 0 

＜投　資　等＞ (73,271) 47.8 (55,884) 40.4 (69,959) 45.3 3,312 

投 資 有 価 証 券 5,855 5,845 5,853 2 

関 係 会 社 株 式 58,554 42,805 56,263 2,291 

関 係 会 社 社 債 792 789 791 1 

出 資 金 159 193 159 0 

関 係 会 社 出 資 金 5,819 5,534 5,503 316 

破 産 債 権 等 495 498 495 0 

長 期 前 払 費 用 14 19 18 △4 

繰 延 税 金 資 産 1,961 565 1,255 706 

そ の 他 の 投 資 等 256 125 109 147 

貸 倒 引 当 金 △637 △494 △491 △146 

資 産 合 計 153,343 100.0 138,302 100.0 154,285 100.0 △942 
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当中間期 前年中間期 対前期

科          目 (平成13年9月30日) (平成12年9月30日) (平成13年3月31日) 増減金額

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

( 負 債 の 部 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

流　動　負　債 45,404 29.6 31,823 23.0 47,044 30.5 △1,640 

支 払 手 形 3,556 4,584 3,702 △146 

買 掛 金 16,018 13,001 15,222 796 

短 期 借 入 金 19,432 7,560 19,788 △356 

一年以内返済予定長期借入金 1,048 1,178 828 220 

未 払 金 3,672 3,632 4,520 △848 

未 払 費 用 361 322 309 52 

未 払 法 人 税 等 339 579 1,449 △1,110 

前 受 金 1 0 0 1 

預 り 金 139 132 133 6 

前 受 収 益 5 12 13 △8 

賞 与 引 当 金 722 658 720 2 

設 備 関 係 支 払 手 形 97 161 316 △219 

デ リ バ テ ィ ブ 負 債 9 － 16 △7 

そ の 他 の 流 動 負 債 － － 24 △24 

固  定  負  債 27,667 18.1 30,118 21.8 28,300 18.3 △633 

転 換 社 債 24,165 24,317 24,172 △7 

長 期 借 入 金 2,754 3,802 3,503 △749 

退 職 給 付 引 当 金 277 93 170 107 

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 470 428 454 16 

デ リ バ テ ィ ブ 負 債 － 1,478 － － 

負 債 の 部 合 計 73,071 47.7 61,942 44.8 75,344 48.8 △2,273 

( 資 本 の 部 ）

資    　本  　  金 26,458 17.2 26,382 19.1 26,454 17.1 4 

資  本  準  備  金 26,323 17.2 26,247 19.0 26,319 17.1 4 

利  益  準  備  金 720 0.5 588 0.4 635 0.4 85 

再 評 価 差 額 金 △700 △0.5 △700 △0.5 △700 △0.4 － 

剰    　余  　  金 28,211 18.4 24,112 17.4 26,587 17.2 1,624 

別 途 積 立 金 23,450 19,450 19,450 4,000 

中間（当期）未処分利益 4,761 4,662 7,137 △2,376 

(うち中間（当期）純利益) (2,557) (2,423) (5,421) (△2,864)

その他有価証券評価差額金 △740 △0.5 △270 △0.2 △356 △0.2 △384 

資 本 の 部 合 計 80,272 52.3 76,359 55.2 78,941 51.2 1,331 

負 債 ・ 資 本 合 計 153,343 100.0 138,302 100.0 154,285 100.0 △942 
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（２）中間損益計算書

当中間期 前年中間期 対前年中間期 前    期

科          目 (13.4～13.9) (12.4～12.9) 増 減 金 額 増減率 (12.4～13.3)

金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比
（経常損益の部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

営業損益の部

Ⅰ 売 上 高 53,202 100.0 46,173 100.0 7,029 15.2 99,605 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 48,397 91.0 42,043 91.1 6,354 15.1 91,349 91.7 

売 上 総 利 益 4,805 9.0 4,130 8.9 675 16.3 8,256 8.3 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,929 7.4 3,521 7.6 408 11.6 7,379 7.4 

営業利益 875 1.6 609 1.3 266 43.7 876 0.9 

営業外損益の部

Ⅳ 営業外収益 3,981 7.5 3,210 6.9 771 24.0 8,512 8.5 

受 取 利 息 192 361 △169 724 

有 価 証 券 利 息 － 8 △8 15 

受 取 配 当 金 3,561 2,643 918 4,665 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 － 13 △13 － 

為 替 差 益 － － － 2,638 

そ の 他 227 183 44 468 

Ⅴ 営業外費用 1,051 1.9 517 1.1 534 103.3 1,052 1.0 

支 払 利 息 325 367 △42 808 

社 債 利 息 56 59 △3 116 

為 替 差 損 346 23 323 － 

そ の 他 322 68 254 127 

経常利益 3,805 7.2 3,301 7.1 504 15.3 8,336 8.4 

（特別損益の部）

Ⅵ 特別利益 27 0.0 3,229 7.0 △3,202 △99.2 3,213 3.2 

固 定 資 産 売 却 益 0 2 △2 3 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 2 － 2 14 

関 係 会 社 株 式 売 却 益 23 2,059 △2,036 2,059 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 － 1,089 △1,089 1,089 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1 78 △77 46 

Ⅶ 特別損失 982 1.8 3,251 7.0 △2,269 △69.8 4,474 4.5 

固 定 資 産 処 分 損 77 27 50 73 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 125 9 116 694 

デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 － 1,478 △1,478 27 
退 職 給 付 会 計 適 用 に 伴 う
会 計 処 理 基 準 変 更 時 差 異

－ 1,241 △1,241 1,241 

過年度役員退職慰労引当金繰入額 － 374 △374 374 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 － － － 1,915 

事 業 整 理 損 779 － 779 － 

そ の 他 0 120 △120 147 

税引前中間（当期）純利益 2,850 5.4 3,279 7.1 △429 △13.1 7,075 7.1 

法人税､住民税及び事業税 429 0.8 911 2.0 △482 2,282 2.3 

法 人 税 等 調 整 額 △135 △0.2 △55 △0.1 △80 △628 △0.6 

中間（当期）純利益 2,557 4.8 2,423 5.2 134 5.5 5,421 5.4 

前 期 繰 越 利 益 2,203 2,239 △36 2,239 

中 間 配 当 額 － － － 476 

中間配当利益準備金積立額 － － － 47 

中間（当期）未処分利益 4,761 4,662 99 7,137 
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（３） 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 

イ．満期保有目的債券……償却原価法 

ロ．子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

ハ．その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

（2）デリバティブ 

 時価法 

（3）たな卸資産 

製品、原材料、仕掛品……移動平均法による低価法 

貯蔵品……最終仕入原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法を採

用しております。 

（2）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主に５年）に基づく定

額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

（2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

（4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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６．ヘッジ会計の方法 

（1）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法 

 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処理を、金利スワップ及び金利

キャップについては特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用しております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

 為替予約、金利スワップ、金利キャップ 

・ヘッジ対象 

 変動相場による損失の可能性があり、変動相場等が評価に反映されていないもの及びキャッ

シュ・フローが固定されその変動が回避されるもの（外貨建債権、変動金利借入金） 

（3）ヘッジ方針 

 リスク回避のため、為替、金利水準等の取引実勢を総合的に勘案し機動的にヘッジを行っており

ます。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、外貨建金銭債権に同一通貨建てによる同一金額でほぼ同一の期日の為替予

約を振当てしているため、有効性の判定を省略しております。また、金利スワップ及び金利キャッ

プについては、特例処理の要件を満たしており、その判定をもって有効性の判定に代えておりま

す。（中間決算日における有効性の評価を省略しております。） 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式を採用しております。 
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注記事項 
中間貸借対照表に関する注記事項    

（単位 百万円） 

番号 摘 要 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

１ 有形固定資産の減

価償却累計額 
10,072 11,277 10,757 

２ 担保提供資産    

 投資有価証券 4,117 1,752 2,148 

 上記に対応する債

務の額 
   

 短期借入金 － － － 

 長期借入金 3,780 1,400 1,600 

 合計 3,780 1,400 1,600 

  （一年以内返済予定額938百万円を含む） （一年以内返済予定額450百万円を含む） （一年以内返済予定額200百万円を含む） 

３ 偶発債務    

 銀行借入等に対す
る債務保証額 

3,263 10,231 7,921 

 (うち関係会社)    

 タイ日本電産㈱ 
 

(TB  3,983千) 
－ 
10 
(US$   4,800千) 
(TB1,218,983千) 

  573 
 3,279 

 
(TB   3,983千) 

－ 
11 

 日本電産 
(大連)有限公司 

 － (US$   7,500千) 895 (US$ 14,000千) 1,734 

 米国日本電産㈱ (US$ 4,394千) 474 (US$   5,440千) 649 (US$  6,855千) 849 

 フィリピン日本電
産㈱ 

 
 

－ 
312 

(US$  18,000千) 
 

2,149 
312 

(US$ 18,000千) 
 

2,230 
312 

 日本電産トーソ
ク・ベトナム 

(US$ 6,400千) 
 

691 
40 
(US$   4,752千) 
 

567 
150 

(US$  4,800千) 
 

594 
44 

 日本電産芝浦 
(浙江)有限公司 

(US$ 1,250千) 
 

135 
364 

(US$   1,900千) 
 

226 
155 

(US$  1,250千) 
 

154 
424 

 タイ日本電産 
ハイテクモータ㈱ 

 － 
(US$     375千) 
(TB    2,597千) 

   44 
   6 

(US$  1,315千) 
(TB  2,737千) 

162 
7 

 シンガポール 
日本電産㈱ 

 － (SGD      13千) 0  － 

 日本電産シバウラ
㈱ 

  －  －  167 

 (その他)       

 

イースト・パシ
フィック・ファン
ディング・コーポ
レーション東京支
店 

 1,237  1,221  1,229 

４ 消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮

受消費税等は相殺のう

え､流動資産の｢未収入

金｣に含めております。 

同    左  

５ 中間期末日（期末

日）満期手形 

 中間期末日満期手形

の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理

しております。なお、

当中間会計期間の末日

は金融機関の休日で

あったため、次の中間

期末日満期手形が中間

期末残高に含まれてお

ります。 

 受取手形 329百万円 

 中間期末日満期手形

の会計処理は、手形交

換日をもって決済処理

しております。なお、

当中間会計期間の末日

は金融機関の休日で

あったため、次の中間

期末日満期手形が中間

期末残高に含まれてお

ります。 

 受取手形 350百万円 

 期末日満期手形の会

計処理は、手形交換日

をもって決済処理して

おります。なお、当事

業年度の末日は金融機

関の休日であったた

め、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれ

ております。 

 

 受取手形  306百万円 
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中間損益計算書に関する注記事項    
（単位 百万円） 

番号 摘 要 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

１ 減価償却実施額    

 有形固定資産 744 744 1,598 

 無形固定資産 67 67 137 

 

リース取引に関する注記事項    
（単位 百万円）

摘 要 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

リース物件の所有権

が借主に移転すると

認められるもの以外

のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価

額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期

末残高相当額 

 

 

(1）リース物件の取得価

額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価

額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残

高相当額 

  

 

 

  

 （注）取得価額相当額は、

未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子

込み法によっておりま

す。 

同    左 （注）取得価額相当額は、

未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法に

よっております。 

 (2）未経過リース料中間

期末残高相当額 

(2）未経過リース料中間

期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末

残高相当額 

１年内 275 １年内 264 １年内 261 

１年超 513 １年超 351 １年超 410 

 

 合計 788  合計 615  合計 671 

 （注）未経過リース料中

間期末残高相当額

は、未経過リース料

中間期末残高が有形

固定資産の中間期末

残高等に占める割合

が低いため、支払利

子込み法によってお

ります。 

同    左 （注）未経過リース料期

末残高相当額は、未

経過リース料期末残

高が有形固定資産の

期末残高等に占める

その割合が低いた

め、支払利子込み法

によっております。 

 (3）当中間期の支払リー

ス料及び減価償却費相

当額 

(3）当中間期の支払リー

ス料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減

価償却費相当額 

 支払リース料 151 支払リース料 140 支払リース料 297 

 減価償却費相当額 151 減価償却費相当額 140 減価償却費相当額 297 

 (4）減価償却費相当額の

算定方法 

(4）減価償却費相当額算

定方法 

(4）減価償却費相当額の

算定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とす

る定額法によっておりま

す。 

同    左 同    左 

 

 
取 得  
価 額  
相当額  

減価償却
累 計 額  
相 当 額  

中間期末
残 高 
相 当 額 

工具器具備品  1,015 521 493 

ソフトウェア  349 227 121 

合計 1,364 749 615 
 

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期 末
残 高
相当額

工具器具備品 1,106 584 521

ソフトウェア 358 208 150

合計 1,464 792 671

取 得
価 額
相当額

減価償却
累 計 額
相 当 額

中間期末
残 高
相 当 額

工具器具備品 1,105 500 604

ソフトウェア 359 175 184

合計 1,464 676 788
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有価証券関係に関する注記事項 

当中間会計期間末（平成13年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位 百万円）

 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 41,765 39,035 △2,729 

関連会社株式 － － － 

合計 41,765 39,035 △2,729 

 

前事業年度末（平成13年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位 百万円）

 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価 差 額 

子会社株式 40,456 50,290 9,834 

関連会社株式 － － － 

合計 40,456 50,290 9,834 

 

前中間会計期間末（平成12年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位 百万円）

 中間貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子会社株式 15,259 25,630 10,370 

関連会社株式 13,314 28,481 15,167 

合計 28,574 54,111 25,537 

 


